
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件上告を棄却する。

　　　　　上告費用は上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人霜山精一、同中島登喜治、同吉岡秀四郎の上告理由第一点について。

　原審が、上告人の本件確認請求部分は、結局、過去の権利関係の確認を求めるこ

とに帰し、確認の利益を肯定することができないから、不適法として却下を免れな

いとした判断は、正当である。論旨は、採用することができない。

　同第二点について。

　所論は、民法二〇三条について、いわゆる擬制的占有権（物権）を認めて占有者

の保護を図つたものと解するのが相当であり、それ故、原審が被上告人Ｂ１、同Ｂ

２有限会社、同Ｂ３、同Ｂ４、同Ｂ５、同社団法人Ｂ６（以下、被上告人Ｂ１ら六

名という。）に対する本件各損害賠償請求を排斥したのは違法である旨主張する。

　しかし、民法二〇三条本文によれば、占有権は占有者が占有物の所持を失うこと

によつて消滅するのであり、ただ、占有者は、同条但書により、占有回収の訴を提

起して勝訴し、現実にその物の占有を回復したときは、右現実に占有しなかつた間

も占有を失わず占有が継続していたものと擬制されると解するのが相当である。原

審が、所論擬制的占有権について右と同趣旨の判断を示し、所論被上告人らに対す

る損害賠償請求を排斥したのは正当である。論旨は、独自の見地に立つて原判決を

非難するものに過ぎない。原判決に所論の違法はなく、論旨は、採ることができな

い。

　同第三点について。

　民法二〇三条の解釈は、右第二点において説示したとおりであり、原判決に所論

の違法はなく、論旨は、採ることができない。
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　同第四点について。

　所論の第一は、擬制的占有権または訴提起の正権原を前提として原判決を非難す

るが、すでに右前提において失当であることは、右第二点および第三点において説

示したところにより明らかであるから、所論は理由がない。

　所論の第二は、原審が、被上告人らに対する損害賠償請求の訴について、その出

訴期間をすべて被上告人Ｂ７の侵奪の時から起算し、法定の期間を経過したものと

して、右各請求を排斥したのは違法である旨主張する。

　しかし、原審は、被上告人Ｂ１ら六名に対する本件各請求をすべて排斥している

のであるが、原判示によれば、原審の右判断は正当である。

　そして、民法二〇〇条一項は、占有者がその占有を奪われたときは、占有回収の

訴により、その物の返還および損害の賠償を請求することができる旨規定しており、

同法二〇一条三項によれば、右の訴は侵奪の時から一年内に提起すべきものと明定

されているのであるから、原審の、被上告人Ｂ７、同Ｂ８およびＤに対する本件各

損害賠償請求の訴は、出訴期間経過後に提起されたもので失当である旨の判断も、

正当である。

　原判決に所論の違法はなく、論旨は、いずれも採用することができない。

　同第五点について。

　所論は、占有回収の訴において請求することが許される損害賠償は、擬制的占有

権の侵害による損害の賠償とみるほかなく、原審がこれを普通の債権と解して民法

二〇一条三項の出訴期間の定めを適用したのは違法である旨主張するが、所論の理

由がないことは、右第二点および第四点において説示したところにより明らかであ

る。論旨は、採ることができない。

　よつて、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文の

とおり判決する。
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　　　　　最高裁判所第三小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　飯　　　村　　　義　　　美

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　田　　　中　　　二　　　郎

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　下　　　村　　　三　　　郎

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　松　　　本　　　正　　　雄

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　関　　　根　　　小　　　郷
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